













　“There is no third way.”ここ10年ばかりの間，われわれはこの言葉を
頻繁に耳にするようになった。それを声高に口にするのはリべラリズムを
称揚する者達だが，確かに先進資本主義国ではかつてないほどに支配的な
考え方になっている。この事態は，冷戦がリべラリズムの勝利として終焉
し，市場経済がデファクト・スタンダードになったとの認識に裏打ちされ
ている。しかしながら，現代世界はそのイデオロギーの唱えるように繁栄
への歩みを着実にはしていない。それどころか，世界はますます深刻な問
題に直面している。
　つい先頃まで永久に景気循環を克服したと論じられたアメリカ経済が，
新世紀開始早々に景気低迷に陥り，現在も市況は断続的に大幅な下落を続
けている。
　アメリカとともに世界経済の三極を形成するＥＵと日本も低迷状態に
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ある。特に，日本は，90年代のバブル崩壊を契機とするデフレ状態をこ
じらせたままである。
　開発途上諸国の期待の星, NIEsも絶えず金融危機に晒されている。果
たして少し前まで「模範的」な融資先といわれていたアルゼンチン
が，2001年末には国家破産状態に陥り，危機の引き金を意味する「グラ
ンド・ゼロ・エコノミー」の汚名を返上できないことを露呈した。
　旧共産主義圈諸国の現状は象徴的である。これらの諸国民は，ヤハウェ
神の召命を受けたモーゼを気取る「自由主義」イデオローグに導かれて，
予言通りに分捕り品を手に旧世界からのエクソダスを図ったが，ただ今の
ところ，彼らの到達地はおよそ「乳と密の流れる約束の地」ではない。旧
ソ連邦の「長子相続者」ロシアでは，世紀末にエリツェンからプーチンに
巧妙に政権が「移譲」され，国民経済もそれなりに成長軌道に乗っている
ようにみえるが，最高指導者自身が認めるように，「ささやかな課題」を
達成しているにすぎず，依然としておよそ4,000万の国民が貧困ライン以
下の生活に甘んじている1）。
　リベラリストは，こうした現状について「自由」市場化の不徹底による
世界資本主義の「もたつきstumble」とみる。したがって，一層の自由化
・規制緩和の推進こそが，直面している困難な問題に対する正しい処方箋
であり，グローバルな繁栄への道筋であると主張する。
　そこで本論では，リペラリズムの先導国アメリカについて，そのイデオ
ロギーと現実の経済の動態がどのように関係し合っているのか，またその
イデオロギーが今後ともオータナティヴとして優位するのかを考えてみる
ことにしたい。以下，第１章では，第二次世界大戦後から80年代までの
変遷をたどり，第２章で，90年代以降の変化とそれがもたらした問題に
ついて考察することにする。
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　　第１章　グローバル・リべラリズムの台頭
　まずイデオロギーについて定義しておこう。イデオロギーとは，社会的
存在である人間が自分たちと外部世界を「かく在り，かくあるべき」と捉
える認識であり，世界観を指す。したがって，それは社会諸関係を規定し，
それらの現実の運動によって変化する。よく知られているように，マルク
スは，その変化の原動力は生産力と生産関係の矛盾にあると考えた2）。
　近代は，いうまでもないことだが，16世紀以来の資本主義のグローバ
ル化で「リべラリズム」が支配的イデオロギーとなっている。とはいえ，
そのイデオロギーも資本主義の発達度に応じて多様性があり，概して国家
と経済の関係をどう位置づけるかで対立関係を有するが，今日優勢なリベ
ラリズムは「グローバル・リペラリズムglobal liberalism」と呼びうるも，
のといえる。
　グローバル・リべラリズムとは，「レセ・フェール」の経済的自由原則
のグローバル化を提唱する思想である。もちろん，そのイデオローグ自身
が認めるように，それは古典的なーアルフレッド・マーシャル(Alfred
Marshall)によって集大成されたーリペラリズムを継承する思想であり，理
論的新規さはない3）。なぜグローバル・リべラリストが古典派を持ち出す
のかといえば，その時代と彼らの時代の間には，彼らから見て大きな思想
的制度的な断絶が存在するからである。
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　グローバル・リべラリスト史観によれば，モノ・カネ・ヒトの自由な
｢グローバル｣な移動はヴィクトリア時代に始まり，19世紀には世界資本
主義として隆盛した4)。彼らは，この資本主義のグローバル化を｢自由国
際経済秩序liberal internationaleconomic order:以下ＬＩＥＯ｣が確立した
グローバル・リべラリズムの時代と捉える。この体制は第一次世界大戦に
よって瓦解した。その意味で，現代のＬＩＥＯは復活された体制というこ
とになる5)。
　しかしながら，第二次世界大戦後の構築された秩序は必ずしも彼らの意
に適うものではなかった。貿易，金融両面で制約があり，彼らの理想から
ほど遠かったのである。国際貿易面では，国際貿易機構(ＩＴＯ)構想がまと
まらず，｢貿易と関税に関する一般協定GATT｣として発足せざるをえず，
国際金融面では，もっとも肝心の国際通貨制度がリベラリズムの理念に反
する機構として創設されてしまったのだ。
　グローバル・リベラリストには，19世紀のポンド体制こそ｢レセ・フ
ェールの水準点をなす通貨システム｣6)である。そこでは，為替レートが
安定的に自動調整する正貨フローメカニズムを有する国際金本位制に基づ
き，資本が余剰国から不足国へと円滑に国際的にーロンドンを基点に北米，
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アジア，オセアニアを経由して再びロンドンに還流する一移動する姿があ
ったからである。ところが，大戦後，旧システムに代わって構築された国
際通貨制度は，管理通貨論者のＪ・Ｍ・ケインズやＨ・Ｄ・ホワイトらの
設計によるＩＭＦ管理下の金為替本位制度，「史上最も野心的かつ広範囲
な影響力を持つ主権国家間の通貨取り決め」7）であり，「世界市場に国民経
済の発展の優先性を組み込む運動の論理的延長」8）でもあった。
　グローバル・リべラリストからみると，新国際通貨制度は，市場を軽視
した不合理な取り決めに基づく，矛盾を含んだ，実行性のない仕組みであ
った。というのも，ブレトンウッズ体制は，国際貿易・金融・投資の自由
化を目的としながらも，その協定の「二人の主要な作成者たちは，ともに，
民間の国際金融市場を嫌う」人物たちであり，銀行家たちが受け入れがた
い「非正統的見解」が盛り込まれていたからであった9）。
　こうした理由で，ブレトンウッズ体制が支配的な時期には，彼らはもっ
ぱら世界経済拡大の量的側面に関心を寄せた。彼らの志向するグローバル
化への転換点は，「二度の世界大戦，大恐慌，そして社会主義の実験が，19
世紀に始まった自由経済秩序を中断した後，世界経済がかつて享受したグ
ローバル化の水準まで戻った」1o）70年代初頭にやって来る。その登場を
準備したのは，皮肉にも，戦後の目覚ましい経済成長を指揮した「ケイン
ズ的」資本主義，言い換えれば，「管理資本主義controlled capitalism」11）
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の行き詰まりであった。
　戦後，先進資本主義諸国は，社会資本投資，重点産業分野への補助金の
投入，エネルギー，交通，通信，電力，金融，住宅，教育などの分野では
公営企業で安価に財・サービス・資金を供給するなどして，民間企業の経
営環境を改善する一方，対外的には，貿易と為替の管理を行いながら，輸
出振興を図った。これが管理資本主義である。
　日欧における戦後復興は，マーシャル・プランに代表されるアメリカの
資金によっててこ入れされたが，その過程はまた，アメリカ的企業文化の
波及をもたらした。大量生産＝大量消費型経済への移行である。企業は，
広範な消費者を対象に経営を行い，製品の差別化，新製品の開発，流行の
創出，法的道徳的消費制約の緩和を図りつつ，多額の費用をかけて消費者
の欲望の未開地を開拓するようになり，他方で，高められた消費者欲望に
購買力を付加するために消費者金融を拡張した。つまり，それは，企業自
らが市場を「創出」しながら，生産と消費を拡大していく経済であり，こ
の経済パターンが「西側」経済の特徴となった。
　戦後の経済方式は国民経済における市場の深化をもたらした。しかしな
がら，それも上昇する生産力に需要が完全に付随する市場拡張ではなかっ
た。否むしろ，生産性の加速は市場飽和を早め，企業間競争を激烈なもの
にした。競争力のない企業は淘汰され，結果的に資本の集中，つまり大企
業化や企業グループ形成が進展した。それによって，より高度な資本構成
の設備投資が行われるようになり，技術革新にもいっそうの拍車がかかる
が，上昇する生産力が生み出す財の販路は，開放された外国市場と国家の
財政支出であった。
　こうした蓄積様式によって，50年代，60年代には高度経済成長が実現
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された。この時期に資本蓄積がいかに促進されたかは，固定資本形成が平
均してＧＤＰ成長率より高かったことからわかる。 OECD によれば，6(ト
65年, 65-73年における年平均変化率でみたＧＤＰと固定資本形成は，前
者がそれぞれ5.3%, 7.1%,後者がそれぞれ5.0%, 5.9%であった
(ＯＥＣＤNational Accounts Statistics)。そしてそのことは，機械設備投資/GDP
比が高かった日本とドイツにおいて，高い労働生産性成長率を発生させ
た12)。さらにまた，1961-70年においてほとんどの主要資本主義国が名目
ＧＮＰ成長率を上回る輸出拡大を記録していることからわかるように，そ
れら諸国における水平的国際分業に基づく貿易が成長を牽引するメカニズ
ムが働いていた13)。
　しかしながら，｢工業国家のほとんどの消費者市場が，1960年代末まで
には，成熟が進んで工業界の経済成長の制約になっていることがはっきり
し｣14)各国経済間の不均等発展の矛盾は，国際貿易が，輸出額／世界産
出額比率でみて，1913年の水準を回復したのと時を同じくして，固定相
場制をとる国際通貨制度の危機を尖鋭化した。ブレトンウッズ体制を揺さ
ぶった原動力はユーロ・ダラーの存在であった。戦後復興とともにヨーロ
ッパ地域に滞留したドル資金は，準備や金利面で金融当局の規制外にあり，
国境を自由に越える浮動性の高い短期資金として運用されだした。資本不
足に悩まされていた各国が，資本の調達先としてユーロ市場を頼るように
なり，政府の規制を嫌うアメリカの銀行・企業も参入するようになり，
｢もっとも大きく，またもっとも機動的な資本のプール戸｣となり，同時
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に「国際資本の移り気な動きの大きな要素」16）となっていた。この自由市
場の存在は実勢と乖離した公式レートヘの大きな圧力として働き，相対的
価値を低下させてきた基軸通貨のドル平価の維持を困難にした。1971年，
果たしてニクソン米大統領による金兌換停止をきっかけとしてブレトンウ
ッズ体制は瓦解した。
　固定相場制を原則とする国際通貨制度の崩壊は，世界的な価格変動の引
き金となった。アメリカ政府は，国内的には賃金・物価統制と金融緩和政
策，対外的には輸入課徴金で圧力をかけた対ドル為替レートの変更によっ
て安定を図ろうとした。しかし，水面下で発生していた短期資本の大量流
出と強い欧州通貨の対外準備通貨化による国際流動性の大幅な増大は，ユ
ーロ・ダラー市場の力をさらに強めるとともに，各国政府が外貨準備の増
加に対応して国内景気刺激政策をとると，世界的なインフレーションの連
鎖を引き起こした。そして，それが最も影響力の大きい原油価格に及んだ
時，世界経済は未曾有のショックに襲われ，先進国経済は深刻な不況に突
入し，ついにはケインズ学派には不可解な「スタグフレーション」に陥っ
た。こうしてマネタリストが脚光を浴び，自由化こそが繁栄に到る道との
グローバル・リべラリズムのイデオロギーが浸透し始めたのである。
　グローバル・リべラリズムの経済思想家としては，ミルトン・フリード
マン(MiltonFreedman)の名が筆頭に挙げられる。その理由は，この人物が
自由市場とハード・マネーの信奉者で，1968年に『貨幣政策の役割』を
著し，学界－シカゴ大学を中心としてーにマネタリズム信徒を生み出した
からである。そして何よりも，オイル・ショック後の不況に対処するため
に，国家債務を増大して財政政策を推し進めた結果，インフレが加速し，
ついには深刻な「スタグフレーション」に陥ったことが，彼を時の人とし
た。「彼の学問的業績は，経済ドクトリン再考の背景となった」17）。
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　よく知られているように，グローバル・リべラリズムが政治舞台の主役
になったのは，従来の「ケインズ的」福祉国家のあり方を否定するマーガ
レット・サッチャー(1979-1990首相在任）が登場し，続いてアメリカでも，
ロナルド・レーガン（1981-1989大統領職在任）といった，文字通りのリペ
ラル・アクターを得てからである。このとき，ミルトン・フリードマンも，
レーガン政権のアドバイザーとなった。しかしながら，興味深いことに，
フリードマンは，「当時のレーガン政権には，他の学問的な考えは受けつ
けるが経済学の考えは受けつけない，という空気があった」18）と回想して
いる。
　レーガン政権には，国家主義の象徴ソ連との対決を重視する政治優先の
ところがあり，経済政策は，企業を活性化するために「税率引下げて税収
増加をもたらす」との論理を固持する一方，高金利で外国資本を呼び込み
続けたため，為替レートはドル高に推移し，「強い」ドルとは裏腹に輸出
産業の衰退が進み，成長は軍拡効果にとどまった。その結果，「レーガン
がホワイトハウスを去るとき，その後継者に残す国家債務は，カーターか
ら受け継いだ9,150億ドルをはるかに上回る２兆6,000億ドル」１９）となっ
ていた。この「レーガノミクス」は後に，同じ共和党のジョージ・ブッシ
ユ（第42代米大統領）によって「いかさま経済学voodoo economics」と酷
評されるはめになる。
　しかしながら，こうした80年代の「もたつき」にもかかわらず，グロ
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－バル・リべラリズムは共和党か民主党かの政権の区別なく，時代のイデ
オロギーとして作用し続ける。無理な軍拡競争とアフガン侵攻で体制疲労
を起こしていたソ連が，80年代後半からのゴルバチョフのペレストロイ
カをきっかけに崩壊したことから，グローバル化の時代に資本主義以外の
オータナティヴはないという雰囲気がすっかり世界を包んだからである。
果たしてアメリカ経済は90年代に未曾有の好景気に突入し，景気循環か
ら解放された「ニュー・エコノミー」と称され，グローバル・リベラリズ
ムがわが世の春を謳歌するのである。
　　第２章　グローバル・リべラリズム下のアメリカ資本主義
第１節　エンロン・スキャンダル
　2001年12月，米エネルギー大手企業「エンロン」が，粉飾決算が発覚
し破綻した。米エコノミストのポール・クルーグマンは，これを「世界と
自分たち自身に関するアメリカ人の認識を変えた」衝撃的出来事だったと
述べている2o）。確かに，この事件は，「ニュー・エコノミー」の実態とグ
ローバル・リべラリズム・イデオロギーの行き着く先を暗示した点で重要
な役割を果たしたといえる。そこでまず，この事例を概説することから始
めよう。
　エンロンは，1985年にテキサス州内の２つの天然ガスパイプライン企
業が合併して誕生し，当初はパイプラインの敷設運営，電力会社や工場へ
の天然ガス・石油販売事業を行っていた。その後，1989年に天然ガスの
卸売り取引を開始するとともに，多額の政治資金を使って配電会社が発電
会社を選べる電力購入措置などの規制緩和策を実現させると，早速94年
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に電力の卸売り取引にも参入する。これよりエンロンは，設備を保有して
エネルギーを供給する事業から，石油，ガスそして電気などの売買を仲介
する事業へと重点を移し，さらにエネルギー商品を自由に売買するため
に，1999年，社内にエネルギー商品だけでなく，紙パルプ，鉄鋼，化成
原料，タンカーや貨物船の運賃，光ファイバーケーブルの利用権，排出規
制がある二酸化硫黄の排出権，世界諸都市の気温変化の先物商品までを扱
う世界規模のインターネット取引所を創設し，業界内での扱い高を急増さ
せることに成功した。最盛期には，アメリカで７番目に位置する大企業と
なり，欧米のエネルギー市場の約２割を扱うまでになった。
　しかし，こうした急成長の影には，独特の錬金術が働いていた。エンロ
ンは，社外に3,500にも上る特別目的会社(special purpose company；以下
ＳＰＣ）を作り，高利回りをうたい文句にＪ・Ｐ・モルガン・チュース，メリ
ルリンチ，シティーグループなどの大手金融機関，カルパース（カリフォ
ルニア州職員退職年金基金）や個人投資家などから莫大な資金を集め，エネ
ルギーや通信関連事業に投資していた。この場合，エンロンは，第三者の
投資家の資本を３％入れれば連結決算の対象とならないことを利用した。
先物取引で多額の損失と借金を抱えると, SPCが出した損失はエンロン
が穴埋めする契約になっていたが，何千もの簿外取引を利用して，貸借対
照表から巨額債務を消し，投資家や市場に対して優良企業を装い続けた。
しかも，この社外での投資事業は，その存在そのものが社員や株主には伏
せられていた。これらのＳＰＣには，メリルリンチの約100人の幹部も出
資しており，エンロンと付き合いのある法律事務所もＳＰＣの運営にかか
わっていた21）。
　エンロンの元トレーダーで，内幕本『強欲の解剖』の著者ブライアン・
クルーバー氏によれば，「エンロンは投資銀行に近かった。私のチームで
は，電力やガスの価格変動リスクを回避する金融派生商品を考え，その売
－37－
買を仲介していた。 NASA （米航空宇宙局）もうらやむハイテク機器が並
ぶフロアでは，約400人がそれぞれ三つか四つのコンピューター画面をに
らみ，無数の電話をさばいた」22）。
　エンロンは，業績を上げるために，社員への動機付けとして株価を最大
限に利用した。「みんなが気にするのは，給与ではなく賞与とストックオ
プション（自社株購人権）だった。幹部の賞与は青天井で，800万ドル（約
９億５千万円）の賞与をもらった同僚もいる。 01年５月に退任した役員は，
ストックオプションで約３億５千万ドル（約410億円）分を売却（換金）し
た」「幹部の報酬が四半期ごとの株価に連動していたので，みんな３ヵ月
間の増益と株価維持に夢中だった」23）。ストックオプション保有者の割合
は，エンロンでは異常に高く，社員の６人に１人がもっていた。この企業
ではまた，社員が企業年金401kの大半を自社株で運用しており，会社の
業績と生涯所得が一体になっていた。
　エンロンは，結局のところ，こうしたやり方でゲームを継続することは
できなかった。 ＳＰＣでの損失が膨らみ，業績の悪化を証券アナリストに
嗅ぎつけられ，エンロン株は急落し始めた。経営陣は資金と信用を取り戻
そうと躍起になり，最後には競合会社のダイナジーとの合併を画策するが，
交渉成立前に返済期日の追っている６億9,000万ドルの負債があることを
明らかにしたため，合俳話は反故となり，ついに経営破綻に陥った。破綻
前，幹部は自社株を売りまくったが，社員には年金プランで抱えた自社株
の売却を許さず，彼らの将来の年金を喪失させた。
　エンロン破綻後，この金融スキャンダルは，監査法人，投資会社，政治
家，果ては証券アナリストに至るまでの「共犯」行為であることが明らか
になった。
　エンロンの監査法人アーサー・アンダーセンは，この企業の会計処理に
－38－
問題があることを承知していたにもかかわらず，年間5,200万ドルもの手
数料を払ってくれる顧客を失うことよりも，見て見ぬふりを決め込み，不
正発覚時には膨大なデータを破棄する道を選択し，証拠隠滅により司法妨
害財に問われた。エンロンに手数料稼ぎの商売をもらった投資銀行も，さ
らには証券アナリストたちも，株主をエンロン株に引き込むのに一役買っ
たといわれている24）。
　ついでながら，このエンロン破綻のきっかけとなった株価低落の背景に
は，「破綻を見抜いたカラ売り屋」の存在があったと報じられている。株
価の値下がりで利益を上げるあるカラ売り屋は，急成長企業ともてはやさ
れていたエンロンの怪しげなビジネスモデルと縮小する利益率，そして決
算報告書の謎めいた脚注に目をつけ，株価下落を先取りして大儲けをした
という。こうしたビジネスがアメリカでは2,000年以降プラスの運用成績
を上げている25）。実に皮肉な話である。
　以上の概要から，規制緩和の徹底利用，スピーディでグローバルな事業
展開，収益の金融市場依存，巧妙な情報操作・管理，従業員報酬と企業収
益の一体化，徹底した成果主義と大幅な所得格差といったところに，「ニ
ュー・エコノミー」との関連する特徴が見出せる。次節で，これらの点か
ら，グローバル・リべラリズムのもたらした経済社会の実態について考察
してみよう。
第２節　90年代のイデオロギーとアメリカ経済
　ａ）自由化・規制緩和，あるいはビジネス・チャンスづくり
　第一章でみたように，70年代から本格化する自由化提唱の背景には，
－39－
先進資本主義世界における生産力の上昇と市場の飽和し易さが引き起こす
企業間競争の激化があった。鉄鋼，造船，家電，自動車，工作機械等々の
分野では，各国を代表する大企業がシェア拡大のために熾烈な国際的競争
を繰り広げ，それらの勝敗が各国の経済発展を大きく左右した。
　アメリカの製造業は，こうした分野での国際的競争で次々と敗退を重ね，
「本土」市場では鉄鋼，家電，自動車，工作機械そして半導体分野と次々
に輸入割当などの保護貿易措置に頼らざるをえなくなっていた。 80年代
末までのほぼ20年間に，国際的競争に積極的な日本やドイツがアメリカ
を上回る設備投資を行い，絶えず生産性の増大に取り組んでいたのだから，
この結果はいってみれば当然であった。
　この事態に，元ＦＲＢ議長のポール・ボルカーは「米国が現在，自らの
経済の強さを維持するためにすべきこと，できることを十分にしていない
というのも，また事実なのである。米国よりかなり下の水準からスタート
した国々が，米国より高い生産性を維持し続けたことはむしろ当然であり，
また望ましいことでもあった。しかし，過去20年間，米国の生産性がそ
の前の期間の半分にも満たない年１％程度でしか上昇しなかったことに
われわれは満足できない」26）と不満を表明している。
　しかしながら，実際のところ，寡占性の強いこれらの分野の大企業には，
国内での「合理化」による収益改善の見込みのない事業，言い換えれば，
経営集約度の低い事業から生産拠点を外国に移転するという選択肢があっ
た。これはアメリカ企業の場合，国家発展目標になんら忠義立てがない
「自由気儘さfootloose」に由来するものであったろう。そのために，国内
残留組企業もある種の保護政策を期待したが，軍需部門を持つ企業以外は，
必ずしも国家の財政に縋る姿勢はなかった。自力で活路を見出す手段とし
ては，国民経済全体からみれば実質的には投資減少になろうとも, M&A
こそが企業家スピリットを満たす魅力的な手法だった。さらにレイオフに
－40－
よって収益率の維持も図れた。
　リべラル・エコノミストの経済学的思考からすれば，どうしてこのよう
な個別資本の選択に対して反対する理由があるだろうか。何故なら，「仕
事や資本投入のアップグレード化は国内経済をより儲かる，技術集約財お
よびサービスヘと進展させる」27）はずであった。そんな訳で，彼らが問題
視したのは，貿易相手国の「不公正さunfairness」であった。彼らの目に
は，特に日本の通商政策は許しがたいほどに「敵対的adversarial」性格
のものに映った。そしてこうした認識に促されて，アメリカ政府も「グロ
ーバル・フリー・トレードglobal free trade」の脅威に対して戦闘行為に
入った28）。この「戦争」は，90年に日本が「日米構造問題協議Structural
Impediments Initiative」で，「自由教」への宗旨替えを表明して収束した。
　世界経済そのものは，90年代に入っても，景気回復が見込めない状態
にあったが，同時期にリべラリズムは共産圏の崩壊という幸運に遭遇する。
それらの地域での体制転換＝市場経済化は，先進資本主義諸国内でも，い
っそうの民有化や規制緩和が必要であるとの認識を高めた。こうして70
年代後半のカーター政権以来，市場経済の範囲を拡大するために，政府は
多くの産業から手を引いてきたが，規制緩和の進展は「年間売り上げが航
空と鉄道と長距離電話を合計したよりも大きな額を誇る電力業」29）に及び，
ここでエンロンが登場するわけである。
　一般に，規制緩和の目的は，市場原理の導入によって価格を下げ，消費
者の利益を高めることと考えられている。だが，カリフォルニア州の電力
自由化のケースは，この期待に相反するものとなった。そもそも自由化に
よって，発電事業の収益が落ち，電力供給そのものが不足するようになっ
－41－
てしまった。さらに長期契約で電力を確保できない配電会社がスポット市
場購入量を増すようになると，エンロンなどのブローカーがスポット相場
を操作したために，価格高騰で供給がいっそう悪化し，カリフォルニアの
住民はしばしば停電に悩まされる事態に至った。このことは，自由化が，
必ずしも消費者の利益をもたらす合理的資源配分を実現するわけではない
ことを実証しているといえよう。
　規制緩和の進展で，最も資本の活動が活発になったのは，なんといって
も金融分野である。 1970年代の半ばの証券の仲介手数料の自由化以来，
この分野は「多くの中核的アメリカ企業が業績不振を金融操作によって取
り繕うことが可能となった」3o）ために,莫大な資金と人材を引きつけ,次々
に新しい金融派生商品(derivative)を生み出していた。アメリカの株式市
場自体は1987年と1989年の急落で成長は頭打ちになるが，金融ビジネス
は国際化を進め，90年代には拡大の一途をたどった。
　b）ITｲﾋ，あるいはハイテク幻想
　コンピューターとその周辺機器の開発がもたらした情報技術(informa-
tiontechnology;以下汀）の高度化とそれを使ったネットワークの創造は，
企業のあり方を一新したばかりでなく，人間の生活スタイル全般に及ぶ文
化革命を引き起こした。 ITは物財生産部門だけでなく，サービス部門で
も生産性を飛躍的に向上させた。この変化は，70年代後半から，例えば，
銀行でのＡＴＭs導入，ワープロやパソコンの民間普及に始まり，次々と
さまざまな分野のＩＴ化を進行させた。 90年代後半にこの動きがいっそう
加速したのは，①マイクロソフト社が広範な消費者ニーズに適ったOS
を開発し，機器の操作性と利用幅を高めたこと，②革命的な通信・情報手
段としてｅ－メール，インターネットが利用できるようになり，社会全体
－42－
図表１　米国テクノロジー支出
のＩＴ化と結びついた広範な需要の創出に結びついたからであった。
　その後のＩＴ産業の成長は，ＩＴ関連市場の拡張もあって経済全体の牽
引車となった。産業のＩＴ化は，ｅ－コマースなどの新たな事業を次々に生
み出した31)。こうした中で，ＩＴ化の効果を進行中の持続的成長要因とし
てあげ，ＩＴが生産者と消費者の距離を縮め，供給と需要の一致を高めた
ことで，景気循環は克服されたとの見方も生み出された。
　しかしながら，2001年になると，それが幻想にすぎないことが露呈し
た。既に低減傾向に入っていたコンピューター及び周辺機器の支出がこの
年一挙に20％も減少し，サービス・アウトソーシングなどのその他技術
－43－
支出も大幅に落ち込んで，即時的回復が見込めなくなったのである(図表
１を参照)。
　この背景には，まずＩＴ産業の将来に対する大きな読み違えがあった。
エレクトロニクス製品，通信設備・機器のいずれも現実の世界需要は予測
を下回っていた。産業のＩＴ化かもたらす収益性が期待されたほどではな
かったのだ。その典型がｅ－コマースで，時代の寵児アマゾンも創立以来
自転車操業状態から抜け出せずにいる。全国に張り巡らされた情報ハイウ
ェーの実際の稼働率は10％程度に止まっている。開発が加速的なハイテ
ク商品には本来新製品が出るとともに旧製品価格が急落する傾向があり，
近年消費者がハードウェアの加速的な高性能化とソフトウェアの頻繁なバ
ージョンアップに対して冷静な判断を下すようになり，産業収益全体が低
落傾向をみせている。この産業はまた，コスト引き下げ競争の激化ゆえ
に，アメリカ企業自身によっても早くから世界的な産業立地が推進されて
おり，その結果，電子機器受託生産会社(ＥＭＳ)の数が膨れ上がり，それ
が｢景気の失速局面では調整の波を速く，大きくする『増幅装置』となっ
た｣32)。
　ただ，こうした現象を分析するエコノミストの中には, EMSによって
｢景気落ち込みも大きいが回復も早くなる可能性はある｣33)との見方をす
る者もいる。このニュー・エコノミー的思考では，ITｲﾋが進み，在庫調
整が高速化するとともに景気の減速スピードも上がるが，その分反転も速
くなるのであり，在庫循環が高速化しているのだと判断する。
　問題は，在庫調整が世界的な過剰生産力を背景に起こっているのであり，
調整過程で簡単に需要が回復するか，また新技術開発を含めた生産再編が
アメリカにとって有利に働くかはわからないことである。
　ＩＴ化に関連するもう一つの問題は，いわゆるＩＴ産業と呼ばれるもの
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が，ロバート・ライシュの指摘するように，「高付加価値型」産業の典型
であることだ34）。それは，物理的な製造物の消費に付随するもろもろのサ
ービス事業によって大半の収益を稼ぎ出す。ここに技術の陥穽がある。特
にＩＴの場合，技術進歩がたちまち「新規」サービスを陳腐化してしまう
のである。
　したがって，ただ今でも予測できることは，エコノミスト誌が伝えるよ
うに，ハイテク企業数が1995年当時と比べ，ほぼ２倍になっているが，
そのおよそ３分の１しか利益がでていない現状では，今後Ｍ＆Ａを含め
た産業再編が進み，大企業はよりビッグになりそうだということである35）。
　ｃ）金融資産形成，あるいは金融市場依存
　「1978年，私は計りしれないビジネスチャンスがあることに気がつい
た。……製造業の規律とキャッシュフローを金融業の創造性と融合すれば，
すばらしい事業が築けるという考えに夢中になった。」36）
　これは，70年代の厳しい経済環境の中で，多くのアメリカ製造業企業
が新たな活路を求めて苦悶していた時，金融分野こそが将来の選択だと思
いついた元ＧＥ会長ジャック・ウェルチの回想の一節である。この「ナ
ンバーワン・ナンバーツー戦略」（製造業で勝ち残るには業界一・二位を目指
すべきでそうでなければ市場から退出すべきだとの考え）で名を上げた人物の
真価は，ＧＥを製造業から金融業に重点をシフトさせた点にある。
　なぜ金融分野で成功できると判断したかについて，ウェルチ本人は，「国
際的な広がりを持つ金融サービスのような巨大な市場も話は別だ。この場
合，ナンバーワンかナンバーツーであることがそれほど重要な要素ではな
く，むしろ自分の得意なニッチ市場一製品ニッチあるいは地域的なニッチ
－45－
－で力のあることが条件になる｣37)と述べている。つまり，製造業では，
激しい競争の中で勝者になるためには最優位の技術的競争力を持ち続けね
ばならないが，増大する国際的な資本フローを扱う金融市場では情報その
他の点で得意領域があれば成功できると考えたのである。
　果たしてウェルチによる金融業へのシフトは大成功を収め，表舞台に引
き上げられたＧＥキャピタルは世界各地にも進出し，銀行，保険会社，
消費者金融会社，クレジットカード事業，リース事業などを取得しなが
ら，２桁成長を持続し，2000年現在，利益は52億ドルでＧＥ全体の利益
の41％を占め，資産は3,700億ドル(海外資産1,400億ドル)以上になっ
ている38)。
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　ウェルチが金融を将来の収益源泉と判断した背景には，増大する国際的
な資本フローの存在があった。 90年代，アメリカヘの資本フローが再び
急増した。図表２が示すように，90年に落ち込んだアメリカ金融資産買
いが翌年には回復し，以後順調な伸びを示す。当初はアメリカ財務省証券
と政府機関債を中心に増加するが，97年を転機として株式と証券の比率
が高まり，その純ポートフォーリオ・フロー額はおよそ4000億ドルにも
上る。この推移は，景気が上向き，ニュー・エコノミー化と認識されるよ
うになって投資家がより積極的になってきたことを示している。
　ポートフォリオの構成と額をみてみると，興味深いことに，こうした一
連のアメリカヘの資本フローにおいてユーロ地域が主役を果たしているこ
とがわかる。特に，97年からのアメリカ株式への莫大な投資は，国際的
Ｍ＆Ａのブームに伴うものであった39）。 1990-98年の国際資本フローは，
機関投資家に管理された資産で30兆ドルを超え，その半分以上がアメリ
カに流入したと推定されている。
　アメリカヘの資本フローを促進した要因は，巨額の貿易黒字を有する日
本経済のバブルがはじけたこと，加えてアメリカの増大する経常収支の拡
大をファイナンスする必要が重なったことのほかに，ブッシュ（父）政権
がアメリカ産業の競争力を強化するために新たな措置を採ったこともその
一因といえる。政府は，米企業に競争力をつけるためには研究・開発投資
が不可欠で，そのためには資本コストの引き下げが重要と判断し，そのた
めに株主の行動が経営者に投資を促すメカニズムを作り出すことが必要と
結論した。こうしてキャピタル・ゲインの有効税率の引き下げが実施され
ることになった。具体的には，株主の長期的な投資を誘発するために，資
－47－
産保持期間にあわせて資産控除率を設け，控除後のキャピタル・ゲインに
は低い税率を適用するというものである。こうして政策立案者の意図はど
うであれ，大量の資金を長く金融市場に誘い込むメカニズムが組み込まれ
たのである。
　90年代の投資動向を調べると，既に指摘したように，公債から株式へ
投資対象のシフトがあり，それに合わせて機関投資家も保険会社・年金フ
ァンド中心から投資会社の役割が急上昇する展開となった。具体的には，
投資銀行はエクイティ・ファイナンスを仲介するほか，それまでのブリッ
ジ・ローン，自己トレーディング勘定などで多額の債権を保有しながら，
ハイテク投資への資金調達を一手に担っていた。因みに，99年にアメリ
カではそれら機関投資家が保有する金融資産総額はＧＤＰの2.07倍に達
している4o）。
　エンロン・スキャンダルも，いってみれば異業種企業も群がってこの途
方もないマネー市場に参入したカジノ現象のエピソードの一つでしかない
のかもしれないが，こうした経済環境が企業全般をして金融依存体質を深
めさせたことは確実である。そしてそのことによって，信用制度に内在す
る「資本主義的生産の動力ばね，すなわち，他人の労働の搾取による致富
を，もっとも純粋かつ巨大な賭博とぺてんの制度にまで発展させ，社会的
富を搾取する少数者の数をますます制限するという性格」41）を露わにした
といえる。
　d）「貢献」に応じた分配原則，または所得格差と賃労働の解体
　アメリカの産業は，この10年間に，製造業で他の先進国をリードする
ほど生産性の向上がみられる。製造業における復活は，リチャード・レス
－48－
ターによれば，低在庫生産システムである「リーン生産システム」一つま
りトヨタ方式の導入－に先進的な人的資源マネジメントを「束ねる」「高
業績労働システム」を組み合わせることで実現されたものである42）。しか
しながら，そうした業種の代表格である自動車でも，自動車部品を除けば，
時間当たりの実質賃金は低下しており，雇用増大効果もほとんどない。
　なぜこうした結果になるかといえば，「新技術は，伝統的に資本主義の
利得を目指して労働と争うもう一つの生産要素，つまり資本自体に対する
比較できないほどの需要効果を持つ点である。しかも，このことは，労働
と資本の両方のグローバルな供給が容赦なく上がり続けているときに起こ
っている」43）からであり，しかも企業が成長分野を別会社化し，不採算部
門を切り捨てる手法で生き残りを図ろうとする現状では，製造業部門での
生産性向上が必ずしも賃金と雇用の上昇に結びつくことにはならないので
ある。
　果たして，図表３・４が示すように，アメリカ製造業のこの10年間はニ
ュー・エコノミー効果により一時的に雇用数が上向いたが，98年から減
少傾向を示し，2000年から失業率の上昇を伴って急減した。最近の労働
力の産業移動をみてみると，大きな変動は製造業とサービス業で起こって
いることがわかる。因みに，1991年から2001年までの変化率をみると，
製造業ではおよそ４％減少し，サービス業では実に44.6％増加した。景
気が下降した200（ト1年の２年間の変動は激しく，製造業からは約70万人
が流出し，サービス業へは約370万人が流入した。現在アメリカでは，サ
ービス業がＧＤＰの５分の１強を，雇用面で全産業従事者の29.1％を占
めている44）。
　ライシュは，「高付加価値型企業においては，利益は規模と量に規定さ
－49－
図表３　サービス業における雇用と失業
図表４　製造業における雇用と失業
れるのではなく，ニーズと解決策を結びつける新しい組合せを絶えず発見
することによって生まれる。そして，『商品』と『サービス』の区別は無
意味になっている」と指摘し，統計において，依然として製造業とサービ
ス業を異なったカテゴリーに分けているのは不可解と述べている45）。彼の
－50－
指摘するように製造業の中のサービスや商業・金融サービスなども含めれ
ば，民間部門の従事者のおよそ70％はサービス業に分類される46）。
　このような経済の動態に関して，フィリップ・マクミッシェルが，「価
値がもはや賃労働の効果的な有効な支配指揮に根付かないグローバル経済
では，多くの富の生成はクレジットで人為的に作り出され，資本とその技
術的基礎の集積と集中を加速し（賃労働の価値を下げ），生産的商品と非生
産度を高めた（すなわちシンボリックな）商品の消費を増加される」47）とま
とめている。確かに，こうした経済関係において，①商品生産の決定的要
素は資本である，②商品価値はモノづくりに投入されるルーティン労働と
はほとんど関係なく決まる，③商品の価値形成をリードするのはインテリ
ジェント労働48）である，④報酬は労働に応じてではなく「貢献」に応じ
て決まるとの観念が広まる。製造業の縮小の中で，労組の組織率は低下し，
従来型の組合運動は無力化する。そしてこの状況の中で，労働力は徹底的
に流動的な存在であることを強いられ，マンパワーの差別化が進む49）。こ
こでは高報酬を望むならば，自ら資本意識をもって「人的資本human
capital」たらねばならない5o）。
－51－
　しかしながら，シンボリックな商品を作りだす労働とは，現代において
具体的に何を意味するであろうか。その典型例が，エンロンを始まりとし
て，その後次々と暴露された企業不祥事の中にある。
　リライアント・リソーシズ，ダイナジーなど米エネルギー大手五社は，
電力や天然ガスを販売すると同時に同じ条件で買い戻す「往復取引」と呼
ばれる手法で10～30％ほど取引実績を水増ししていた51）。これによって，
これらの企業は市況のつり上げを因っていた。この往復取引自体は目新し
いことではないが，業界上げて株式市場へ投ぜられる資金を収益源とする
企業活動が行われており，この業務こそが「高業績労働」になるのである。
　つまり，ここではすでに貨幣として存在する価値をいかに獲得するかが
仕事の中身であり，新たな価値創造ではない。言い換えれば，専らレント
・シーキングに頼る「収奪的predatory」資本主義がただ高級カジノのよ
引こ気取って存在しているにすぎない。ただ，ゲームの賭け金が高額なだ
け，勝者の取り分も信じがたいほどに破格であった。
　アメリカでは，製造業の縮小によって価値創造が減少する一方，産業全
体として既存価値へ依存が深まるにつれて，「賃労働の分解decomposition
of wage-labor」が進行していると世界システム論者は主張する。その意
味は，単に労働力の流動性が高くなったというのでなく，臨時雇いが増え，
カリフォルニアでは物納小作制も復活し，非合法移民を集めた労働搾取工
場(sweatshop)さえ存在する状況の中で，従来の賃労働の雇用条件が悪化
している状況を指す。マクミッシェルは，この傾向を次のように分析する。
　「労働形態の多様さは，より低い労働費用，資源そしておそらく品質管
理を追求する，単にフレキシブルな資本主義の新時代という以上の意味を
有している。十分検証できることだが，これらの発展はこの世界史的な局
－52－
面に特有である。資本蓄積が世界中からのさまざまな劣悪労働を当てにし
て賃労働を削りつつあるので，賃労働はますます資本蓄積の頼みの綱では
なくなっている。システム全体の生産諸関係は確かに今日的な意義がある
が，私見では，賃労働と，国家の社会政策の中で歴史的に制度化されたそ
の力に対する資本の対抗運動によって決定されていると理解できる」52）。
　確かに，既に指摘したように，リべラル経済学はこの社会で豊かさを享
受したければ，賃労働であってはならず，「資本」意識の必要なことを教
えている。かくして，資本主義はその到達点において資本対賃労働の矛盾
を克服することになる。なぜなら，そこでは資本以外は存在しないのだか
ら。
　　最後に
　本論は，アメリカ経済の経済動態とイデオロギーの関係について考察し
てきた。アメリカでは，国民経済の変化とともに伝統的なリペラリズムが
優勢となってきたが，経済の動体は製造業離れを加速し，その経済理論が
描く「自由競争が技術革新を促進する」シナリオはその実現の場を失いつ
つあり，金融資本がそのイデオロギーの主たる体現者となっている。それ
故，アメリカ経済の現状は，まさにケインズが望んだ「レント稼ぎの安楽
死，つまり資本の稀少価値を搾取しようとする資本家の累積的圧力の安楽
死」53）とは正反対の状況，つまりレント稼ぎのための経済システムそのも
のになりつつある。そしてそのカジノ的経済の特徴として，資本主義の不
安定性をいっそう増幅させている。
　アメリカでの経験は，ＩＴの発達も決してこの経済システムの不安定性
－53－
を除去できず，結局のところ，そうした手段を使う社会関係次第であるこ
とを教えている。われわれは競争を含む市場関係利用の意義を否定しない
が，肝心なことは，どのような市場メカニズムか，どのような競争環境か
である。その意味で，現在勢力的な経済イデオロギーは，人類の未来さえ
もゲームとして安易に市場選択（その本質は資本の価値増殖機能）に委ねる
点で思慮の浅いオータナティブといえる。
　　　　　　　　　　　　　　　－54－
